
評価：Ａ（達成）、Ｂ（一部達成）、Ｃ（未達成）、－（対象外）

今後の方向性：継続、改善・拡充、要検討、条項改正

章 見出し 条 条文 現状の課題、問題点など 評価に際しての主な意見 評価

前
文

　平成12年4月にいわゆる地方分権一括法が施行されて以来、地
方自治体の自己責任及び自己決定の範囲が拡大され、二元代表制
のもと議会が果たすべき責任及び役割がさらに大きく求められて
いる。
　橋本市は、平成18年3月1日、旧橋本市と旧高野口町が合併し、
人口約7万人の新しいまちとして誕生した。世界遺産の霊峰高野
山、金剛・和泉葛城山系のみどり豊かな大地と清流紀の川の恵み
を受け、緑と水が輝く「時間ゆたかに流れ　くらし潤う創造都市
橋本」を将来像としたまちづくりを進めている。
　橋本市議会は、本市のまちづくりの基本理念にかんがみ、市民
の負託に応えるべく、議員間相互の議論を深めて合意形成を図
り、「市民に開かれた議会」と「住民自治の実現」そして、議会
活動の充実強化、合理化、効率化を図り、より本市発展に寄与す
る議会にすることを目的とする中、まずはわかりやすく開かれた
議会を目指し議会改革に取り組むこととした。
　議会のあるべき姿、それは市民の声を市政に反映させるために
市民と情報や課題を共有すること、行政の執行が適正に行われる
ように議会の監視機能を強化すること、責任ある決定を行うため
に合意形成を目指して活発な議員間の意見交換を行うこと、そし
て、市の政策水準の向上を図るために積極的に政策提言を行うこ
とである。
　よって、橋本市議会は、市民との協働による、民主的で輝く未
来につながるまちづくりに全力で取り組んでいくことを決意し、
ここに最も根幹となる支柱としてこの条例を制定する。

ー

目
的

第
1
条

　この条例は、橋本市議会(以下「議会」という。)及び橋本市議
会議員(以下「議員」という。)に係る基本的事項を定め、市民の
信頼に応える責任ある活動により橋本市のまちづくりを推進し、
市民福祉の向上と公正で民主的な市政の発展に寄与することを目
的とする。

ー

　議会は、市民の代表で構成する市の意思決定機関であり、議決
の責任を負う。 ー

2　議会は、行政活動の監視及び政策の立案を行う。 ー

今後の方向性

第
1
章
　
総
則

議
会
の
役
割

第
2
条
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評価：Ａ（達成）、Ｂ（一部達成）、Ｃ（未達成）、－（対象外）

今後の方向性：継続、改善・拡充、要検討、条項改正

章 見出し 条 条文 現状の課題、問題点など 評価に際しての主な意見 評価 今後の方向性

橋本市議会基本条例（平成26年7月2日条例第54号）検証結果一覧

　議会は、次の各号に掲げる原則に基づき活動しなければならな
い。 Ａ 継続

(1)　公平性及び透明性を確保し、市民に開かれたわかりやすい
議会運営を行うこと。 Ａ 継続

(2)　市民に積極的な情報公開を行うとともに、説明責任を果た
すこと。 Ａ 継続

(3)　自由闊達な議論を行い、市政の課題に関する論点及び争点
を明らかにし、市長等の執行機関(以下「市長等」という。)と議
員が熟議対論する場となるよう努めること。

適切に運用されているが、
自由討議が導入されていな
い。

自由討議の導入も検討すべ
きである。

Ａ

自由討議の導入につ
いて検討する。

要検討

(4)　市政への市民参加を推進するため、多様な機会を設けるこ
と。 Ａ 継続

2　円滑で市民にわかりやすい議会運営を行うために、この条例
に規定するもののほか、議会運営の基本となる橋本市議会会議規
則(平成18年橋本市議会規則第1号)、橋本市議会委員会条例(平成
18年橋本市条例第229号)及び橋本市議会申し合わせ事項を別に定
め、適宜又は継続的に見直すこととする。

Ａ 継続

　議員は、次の各号に掲げる原則に基づき活動しなければならな
い。 Ａ 継続

(1)　議員である前に人としての倫理観を正しく持つこと。 Ａ 継続

(2)　市民の負託に応えるため、市民の代表として良心と責任を
持ち、議員としての品位を保持し、識見を養うこと。 Ａ 継続

(3)　議会が言論の場であること及び合議制機関であることを認
識し、議員間の自由な意見交換に努めること。 Ａ 継続

(4)　市政全般に関する課題、市民の意見、要望等を的確に把握
するとともに、自らの能力を高める不断の研鑽に努め、市民の代
表として相応しい振る舞い、活動を行うこと。

Ａ 継続

(5)　議会の構成員として、一部の団体又は地域等に偏ることな
く、市民全体の福祉の向上を目指して活動すること。 Ａ 継続

第
3
条

議
会
の
活
動
原
則

第
4
条

議
員
の
活
動
原
則

第
2
章
　
議
会
及
び
議
員
の
活
動
原
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　議員は、議会活動を行うため会派を結成することができる。 Ａ 継続

2　会派は、政治的信条、政策等を共有する2人以上の議員で構成
し、運営することとする。 Ａ 継続

3　会派は、政策立案、政策決定及び政策提言等に関し、必要に
応じ会派間で調整を行い、合意形成に努めるものとする。 Ａ 継続

4　議長は、必要があると認めるときは、会派の代表者による会
議(以下「代表者会議」という。)を開催することができる。 Ａ 継続

5　代表者会議に関し必要な事項は、別に定める。 ー

　議会は、議会の活動に関する情報公開を行うとともに、情報の
共有を推進し、説明責任を果たさなければならない。 Ａ 継続

2　議会は、本会議のほか、常任委員会、議会運営委員会及び特
別委員会(以下「委員会」という。)を原則公開とする。 Ａ 継続

3　議会は、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」とい
う。)第100条の2の規定による専門的知見の活用並びに法第109条
第5項及び法第115条の2の規定による公聴会制度及び参考人制度
を十分に活用して、市民の専門的又は政策的識見等を議会の討議
に反映させるよう努めるものとする。

活用事例はなかった。

Ｃ

必要に応じ活用する
よう努める。

改善・
拡充

4　議会は、請願を市民からの政策提言と受け止め、審査等にあ
たっては請願者の説明機会の確保に努めるとともに、審査等に必
要がある場合は当該請願者の意見を聴くものとする。ただし、陳
情、要望についてはこの限りでない。

Ａ 継続

5　議会は、市民に対し、議会での審議経過及び結果について報
告するとともに、市民との意見交換の場を多様に設け、議員の政
策立案能力を強化するとともに、政策提言の拡大を図るものとす
る。

Ａ 継続

第
5
条

会
派

第
6
条

市
民
と
議
会
の
関
係

第
3
章
　
市
民
と
議
会
の
関
係
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　議会は、広報広聴機能の充実のため、広報広聴委員会を設置す
ることができる。

現状は未設置である。

Ｃ
次期任期において設
置する。 改善・

拡充

2　広報広聴委員会に関し必要な事項は、別に定める。 ー

　議会は、市政の諸課題に対処し、市民参加及び市民との連携を
高める方策として、市民に対する議会報告会を開催し、自由に情
報及び意見を交換するものとする。

Ａ 継続

2　議会報告会に関し必要な事項は、別に定める。 ー

　議会及び議員は、二元代表制に係る市長等との立場及び権能の
違いを踏まえ、緊張ある関係の構築と保持に努めなければならな
い。

Ａ 継続

2　議会における質疑は、論点及び争点を明確にして行うものと
する。また、一般質問については、一問一答方式により行うもの
とする。

Ａ 継続

3　議長又は委員長は、会議等における審議又は審査の充実を図
るため、会議等の論点等を明確にする必要があると認めるとき
は、議長から本会議及び委員会に出席を要請された市長等に対
し、確認及び釈明発問の機会を付与することができる。

適切に運用されているが、
反問権が導入されていな
い。

反問権の導入を検討すべき
である。
導入の検討は賛成だが、議
員が執行部と同じ情報を持
てるよう保障される必要が
ある。
議員の無責任な発言を抑制
する観点からも必要であ
る。情報を持ち合わせてい
なければ、答弁できないと
回答すればよい。導入によ
り議論が深化すると考え
る。

Ａ

反問権の導入につい
て検討する。なお、
導入の検討にあたっ
ては、慎重な議論が
必要である。

要検討

4　議会は、市長等が提案する重要な政策については、議会審議
を通じて政策水準の一層の向上を図るため、必要な情報を明らか
にするよう求めるものとする。

Ａ 継続

第
7
条

広
聴
委
員
会

広
報
及
び

第
8
条

議
会
報
告
会

第
9
条

　
　
　
　
　
　
　
関
係
の
基
本
原
則

　
　
　
　
　
　
　
市
長
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の
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執
行
機
関
委
員
の
就
任

法
定
外
の 第

1
0
条

　議員は、二元代表制及び住民自治の観点から、市長等が設置す
る法定外諮問機関及び審議会等の委員に原則として就任しないこ
ととする。

Ａ 継続

　議会は、市長等が提案する重要な政策等について、論点を明確
にし、深く審議を行うため、市長等に対し、次の各号に掲げる事
項について明らかにするよう求めるものとする。
(1)　政策等の発生源
(2)　提案に至るまでの経緯
(3)　他の自治体の類似する政策等との比較検討
(4)　市民参加(パブリックコメント等含む)の実施有無とその内
容
(5)　総合計画との整合性
(6)　実施に係る財源措置
(7)　将来にわたるコスト計算

政策等の発生源、提案に至
るまでの敬意などの項目に
ついて、十分な説明がなさ
れたか疑問はある。

Ｂ

今後の検討課題とす
る。

改善・
拡充

2　議会は、予算及び決算の審査に当たり、前項の規定に準じ
て、わかりやすい施策別又は事業別の予算及び決算の概要資料等
の提出と説明を市長等に求めるものとする。

今後、予算・決算の審査を
より充実したものにするた
めには、改善が必要ではな
いか。

Ｂ

今後の検討課題とす
る。 改善・

拡充

拡
大

議
決
事
項
の

第
1
2
条

　法第96条第2項の規定に基づく議会の議決事項は、議会が市政
における重要な政策の決定に参画する観点と、市長等の政策執行
上の必要性を比較し、橋本市議会の議決すべき事項を定める条例
(平成18年橋本市条例第228号)に定めるものとする。

Ａ 継続

第
1
1
条

論
点
の
明
確
化

議
会
審
議
に
お
け
る

第
5
章
　
議
会
の
活
動
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研
修

議
会
に
よ
る

第
1
3
条

　議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため、充
実した議員研修を実施するものとする。 Ａ 継続

　委員会は、その特性を活かし、専門的及び具体的な議論により
議案等の審査を行い、資料等を積極的に公開し、市民にわかりや
すい議論を行うよう努めなければならない。

Ａ 継続

2　委員会は、市民からの要請があれば、必要に応じて審査の経
過等の説明及び意見交換等の場を設けるよう努めるものとする。 Ａ 継続

3　委員会は、議会における政策立案及び政策提案を積極的に行
うものとする。 Ａ 継続

　議員は、市民の代表者としてその倫理性を自覚し、良心及び責
任感を持って、議員の品位を保持し、見識を高めなければならな
い。

Ａ 継続

2　議員は、公務外の活動においても、常に品位を保持し、いか
なる場合においても、公平、公正な判断により行動するものとす
る。

Ａ 継続

3　議員の辞職及び資格の決定、紀律、懲罰については、法第126
条から第137条の規定による。 ー

4　政治倫理に関し必要な事項は、別に定める。 ー

第
1
5
条

議
員
の
政
治
倫
理

第
1
4
条

委
員
会
の
活
動

第
7
章
　
議
員
の
活
動

第
6
章
　
委
員
会
の
活
動
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今後の方向性：継続、改善・拡充、要検討、条項改正

章 見出し 条 条文 現状の課題、問題点など 評価に際しての主な意見 評価 今後の方向性

橋本市議会基本条例（平成26年7月2日条例第54号）検証結果一覧

研
修
及
び
調
査
研
究

議
員
に
よ
る

第
1
6
条

　議員は、資質、政策形成及び立案能力の向上を図るため、研修
と調査研究に努めるものとする。 Ａ 継続

　議員定数は、橋本市議会議員定数条例(平成21年橋本市条例第
24号)、議員報酬は、橋本市報酬及び費用弁償等支給条例(平成18
年橋本市条例第56号)にそれぞれ定めるところによる。

ー

2　議員定数は、議会の使命及び活動原則に基づき、議会の機能
を果たすために必要な数を基本とし、人口、面積、財政力及び類
似市と比較検討するとともに、市政の現状、事業課題及び将来予
測と展望を十分考慮するものとする。

Ａ 継続

3　議員報酬は、市民の負託を受けた議員の職務遂行に対し支給
されるものであることを議員は自覚し、議員定数と同様の理念に
基づいて決定されるものである。

Ａ 継続

4　議員定数及び議員報酬に関する規定を改正しようとするとき
は、基準等明確な改正理由を示すものとし、議会活動の評価等に
関して市民の意見を聴取するため、参考人制度及び公聴会制度を
活用することができる。

Ａ 継続

5　議員定数及び議員報酬に関する規定の改正については、市民
の直接請求による場合及び市長が提出する場合を除き、法第109
条第6項又は法第112条第1項の規定に基づき、委員会又は議員
が、明確な改正理由を付して提出するものとする。

Ａ 継続

第
7
章
　
議
員
の
活
動

第
1
7
条

議
員
定
数
及
び
議
員
報
酬
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橋本市議会基本条例（平成26年7月2日条例第54号）検証結果一覧

　政務活動費は、政策の立案及び提案並びに市政に関する調査及
び研究活動に資するために交付するものとする。 Ａ 継続

2　議員は、政務活動費の使途について明確にし、市民の求めに
応じて公開しなければならない。 Ａ 継続

3　政務活動費に関し必要な事項は、別に定める。 ー

確
保

予
算
の

第
1
9
条

　議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議決機関としての機能を
充実、確保するとともに、より円滑な議会運営を実現するため、
必要な予算の確保に努めるものとする。

財政事情により、委員会の
音響設備等、議会が求める
一部の予算の確保が困難。 Ｂ

議会として執行部に
対し引き続き予算の
確保を要求してい
く。

改善・
拡充

　法第138条第2項の規定に基づき、議会に事務局を置く。 ー

2　事務局は、議会活動に必要とされる行政情報の収集に努めな
ければならない。

現状の職員体制では、複
雑・多様化する業務に対応
しきれないことがある。 Ｂ

職員の増員など議会
事務局の機能強化に
努める。

改善・
拡充

3　議会は、議会の政策立案能力を向上させ、議会活動を円滑か
つ効率的に行うため、事務局の調査及び法制機能の充実を図るも
のとする。

法制専門の職員がいない。

Ｂ

同上。
改善・
拡充

図
書
室

議
会

第
2
1
条

　議会は、議員の調査研究に資するため、議会図書室の充実に努
め、その有効活用を図るものとする。

事務局の書庫を兼ねてお
り、図書室として整備でき
ておらず、一般公開もでき
ていない。

Ｂ

今後の検討課題とす
る。 改善・

拡充

　議会は、議案に対する各議員の対応を議会広報で公表するな
ど、市民に対して情報の提供に努めなければならない。 Ａ 継続

2　議会は、情報技術の発達等を踏まえた多様な広報手段を活用
することにより、多くの市民が議会と市政に関心を持つよう議会
広報活動に努めなければならない。

Ａ 継続

第
8
章
　
議
会
及
び
議
会
事
務
局
の
整
備
体
制

政
務
活
動
費

第
1
8
条

第
2
0
条

　
　
体
制
整
備

　
　
議
会
事
務
局
の

第
2
2
条

充
実

議
会
広
報
の
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評価：Ａ（達成）、Ｂ（一部達成）、Ｃ（未達成）、－（対象外）

今後の方向性：継続、改善・拡充、要検討、条項改正

章 見出し 条 条文 現状の課題、問題点など 評価に際しての主な意見 評価 今後の方向性

橋本市議会基本条例（平成26年7月2日条例第54号）検証結果一覧

　議会は、議会改革の継続的な取り組みを進めるため、この条例
の施行後、常に市民の意見、社会情勢の変化等を勘案して議会運
営にかかわる不断の評価と改善を行うとともに、必要に応じてこ
の条例の目的が達成されているかを検証するものとする。

Ａ 継続

2　議会は、前項の検証結果に基づいて、改善が必要と認める場
合はこの条例の改正を含めて適切な措置を講ずるものとする。 ー

3　議会は、この条例を改正するにあたっては、議員全員が賛同
する場合であっても、本会議において改正の理由を詳しく説明し
なければならない。

ー

　この条例は、議会の最高規範であり、議会はこの条例の趣旨に
反する議会に関する他の条例、規則等を制定してはならない。

最高規範性とは後の議会を
拘束するものであるが、議
会の意思決定はその時々の
状況に応じて判断されるべ
きものであり、議員の発言
は拘束されずに保障される
ことが議会のあるべき姿で
はないか。

Ａ 継続

2　議会は、議員全員にこの条例の理念を理解させるため、一般
選挙を経た任期開始後速やかに、この条例に関する研修を行わな
ければならない。

Ａ 継続

附
則

　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第10条の規定
は、平成27年5月1日から施行する。 ー

第
2
3
条

見
直
し
手
続
き

第
9
章
　
改
正

第
2
4
条

最
高
規
範
性

第
1
0
章
　
最
高
規
範
性
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